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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第118期

第２四半期
連結累計期間

第119期
第２四半期
連結累計期間

第118期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 59,234 65,834 134,092

経常利益 (百万円) 3,222 6,146 10,647

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,257 4,296 7,434

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,427 4,658 7,246

純資産額 (百万円) 91,745 96,266 94,354

総資産額 (百万円) 165,198 165,905 174,535

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 27.78 53.63 91.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 55.3 57.7 53.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 19,440 23,798 9,000

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,600 △2,773 △2,394

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,843 △2,795 △9,112

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 54,719 59,863 41,244

回次
第118期

第２四半期
連結会計期間

第119期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 18.02 32.10

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び主要な関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

なお、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

環境・エネルギー(国内)事業において、第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことから、㈱テクノリンク

スを連結子会社としております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

(単位：百万円)

セグメントの名称
当第２四半期連結累計期間 前年同期比増減額

受注高 売上高 営業損益 受注残高 受注高 売上高 営業損益

環境・エネルギー(国内)事業 45,177 54,378 6,476 424,150 △32,376 6,235 2,884

環境・エネルギー(海外)事業 1,093 612 △72 1,939 698 152 14

民生熱エネルギー事業 10,016 7,467 145 7,402 677 △76 35

設備・システム事業 9,062 3,572 298 11,165 4,016 108 △26

計 65,350 66,029 6,847 444,657 △26,984 6,420 2,908

調整額 △197 △195 △1,181 △35 3 179 △181

合計 65,152 65,834 5,665 444,622 △26,980 6,600 2,726

当社グループの当第２四半期連結累計期間における経営成績は、受注高は主に環境・エネルギー(国内)事業の減

少により前年同期に比べ26,980百万円減少の65,152百万円となったものの、売上高は主に環境・エネルギー(国内)

事業の増加により、6,600百万円増加の65,834百万円となりました。

損益面においては、主に環境・エネルギー(国内)事業の増益により、前年同期に比べ営業利益は2,726百万円増加

の5,665百万円、経常利益は2,924百万円増加の6,146百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,039百万円増

加の4,296百万円となりました。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により一部セグメントにおいて見られた需要の減退等については回復傾

向にあり、当第２四半期連結累計期間の経営成績において、重要な影響は見られておりません。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。
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［環境・エネルギー(国内)事業］

当第２四半期連結累計期間においては、引き続き堅調な需要の獲得に努め、ごみ処理プラントの基幹改良工事

１件、燃料転換を含むバイオマス発電プラントの新設５件などを受注しましたが、受注高は前年同期※に比べ

32,376百万円減少の45,177百万円となりました。また、主にＥＰＣ事業における案件構成の変化により、売上高

は前年同期に比べ6,235百万円増加の54,378百万円、営業利益は2,884百万円増加の6,476百万円となりました。

※ 前年同期の主な受注：ごみ処理プラントのＤＢＯ（建設・運営事業）事業１件、長期Ｏ＆Ｍ１件、バイオ

マス発電プラントの新設２件など

≪受注・売上推移（四半期累計）≫

≪受注・売上推移（四半期毎）≫

［環境・エネルギー(海外)事業］

当第２四半期連結累計期間においては、前年同期と同様に、受注・売上ともに海外現地法人におけるメンテナ

ンスサービスが中心となりましたが、受注高は前年同期に比べ698百万円増加の1,093百万円となりました。ま

た、受注の増加により、売上高は612百万円、営業損失は72百万円といずれも前年同期に比べ若干の改善となり

ました。

≪受注・売上推移（四半期累計）≫
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［民生熱エネルギー事業］

当第２四半期連結累計期間においては、新型コロナウイルス感染症の影響により停滞していた設備稼働率や新

規設備需要に回復傾向が見られ、受注高は前年同期に比べ677百万円増加の10,016百万円となりましたが、長納

期案件の増加等により売上高は7,467百万円、営業利益は145百万円といずれも前年同期並みとなりました。

≪受注・売上推移（四半期累計）≫

［設備・システム事業］

当第２四半期連結累計期間においては、半導体産業用設備が堅調に推移したほか、建築設備事業における大型

案件の受注により、受注高は前年同期に比べ4,016百万円増加の9,062百万円となりました。また、売上高は

3,572百万円、営業利益は298百万円といずれも前年同期並みとなりました。

≪受注・売上推移（四半期累計）≫

なお、環境・エネルギー(国内)事業においては、堅調な需要を背景に第３四半期以降にごみ処理プラントの建設

工事や運営事業のほか、引き続きバイオマス発電プラント等の受注を見込んでいるものの、環境・エネルギー(国

内)事業における直近の受注状況などから、通期の受注高は160,000百万円と従前の予想を下回る見通しです。一方、

受注済みプラントの建設工事の順調な進捗に伴い、原価低減が進み利益率の改善が見込まれることなどから、経常

利益は13,000百万円と従前の予想を上回る見通しです。

但し、新型コロナウイルス感染症の影響について、これまで以上に事態が深刻化した場合、需要減退・発注延期

に伴う新規受注の減少や受注済案件の納期延長に伴う売上の減少等の影響が生じる可能性があります。
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②財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は165,905百万円と前連結会計年度末に比べ8,629百万円の減少となりまし

た。これは主に、現金及び預金が18,187百万円の増加となったものの、受取手形、売掛金及び契約資産が31,822百

万円の減少となったことによるものであります。

負債は69,639百万円と前連結会計年度末に比べ10,542百万円の減少となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金、電子記録債務があわせて11,453百万円の減少となったことによるものであります。

純資産は96,266百万円と前連結会計年度末に比べ1,912百万円の増加となりました。これは主に、親会社株主に

帰属する四半期純利益の計上等により利益剰余金が2,731百万円の増加となったことによるものであります。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は57.7％と前連結会計年度末に比べ3.9ポイントの増加

となりました。

なお、当第２四半期連結会計期間末の財政状態において、新型コロナウイルス感染症による重要な影響は見られ

ておりません。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ18,618百万円増加し、四半

期末残高は59,863百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、23,798百万円の資金の増加（前年同期は19,440百万円の資金の増加）

となりました。これは主に、仕入債務により12,512百万円の減少となったものの、売上債権により32,712百万円

の増加となったことによるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,773百万円の資金の減少（前年同期は1,600百万円の資金の減少）と

なりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が2,999百万円となったことによるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,795百万円の資金の減少（前年同期は6,843百万円の資金の減少）と

なりました。これは主に、配当金の支払額が1,453百万円となったほか、自己株式の取得による支出が1,252百万

円となったことによるものであります。

当社グループは、運転資金をはじめ、将来の事業展開に備えた設備投資、研究開発にかかる資金について、自己

資金、前受金のほか、金融機関からの借入金によることとしており、今後も事業活動に必要な資金の調達に困難が

生じることはないと考えております。なお、複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結し、新型コロナウ

イルス感染症をはじめとする不測の事態等に備えて流動性を補完しております。

(3) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は438百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 321,840,000

計 321,840,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,000,000 83,000,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 83,000,000 83,000,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年７月１日～
2022年９月30日

― 83,000 ― 13,367 ― 3,907
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(5) 【大株主の状況】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,164 12.71

みずほ信託銀行株式会社 退職給付
信託 みずほ銀行口 再信託受託者
株式会社日本カストディ銀行

東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,992 4.99

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,846 4.81

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

3,003 3.76

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 2,786 3.48

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ
ＢＡＮＫ ３８５６３２
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP,UNITED KINGDOM
(東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟)

2,575 3.22

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ
ＢＡＮＫ ３８００５５
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,
UNITED STATES OF AMERICA
(東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟)

2,375 2.97

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ
ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ
５０５０２５
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟)

2,312 2.89

タクマ共栄会 兵庫県尼崎市金楽寺町二丁目２番33号 1,920 2.40

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥＣＵＲＩ
ＴＩＥＳ ＳＥＲＶＩＣＥＳ ＬＵＸＥ
ＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥＣ ＳＥＣ
ＵＲＩＴＩＥＳ／ＵＣＩＴＳ ＡＳＳ
ＥＴＳ
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
カストディ業務部)

60, AVENUE J．F．KENNEDY
L－1855 LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋三丁目11番1号)

1,635 2.05

計 ― 34,612 43.29

(注) １．信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため、記載しており

ません。

２．2022年３月23日付で株式会社みずほ銀行及び共同保有者の２者連名で大量保有報告書が公衆の縦覧に供さ

れており、2022年３月15日現在で当社株式を次のとおり保有している旨が記載されておりますが、当社とし

ては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 4,022 4.85

アセットマネジメントＯｎｅ株
式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 1,608 1.94

計 ― 5,630 6.78
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３．2022年３月30日付でグッドハート パートナーズ エルエルピーの大量保有報告書が公衆の縦覧に供されて

おり、2022年３月23日現在で当社株式を次のとおり保有している旨が記載されておりますが、当社としては

実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

グッドハート パートナーズ
エルエルピー

英国、WC2R 0LT ロンドン、ストランド
393、クイーンズランド ハウス

4,200 5.06

計 ― 4,200 5.06

４．2022年９月20日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行及び共同保有者の３者連名で大量保有報告書が公衆の縦覧に供

されており、2022年９月12日現在で当社株式を次のとおり保有している旨が記載されておりますが、当社と

しては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,017 1.23

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,030 2.45

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 586 0.71

計 ― 3,634 4.38
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,047,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 79,919,700 799,197 ―

単元未満株式 普通株式 33,200 ― ―

発行済株式総数 83,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 799,197 ―

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社タクマ

兵庫県尼崎市金楽寺町二
丁目２番33号

3,047,100 ― 3,047,100 3.67

計 ― 3,047,100 ― 3,047,100 3.67

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 42,979 61,166

受取手形、売掛金及び契約資産 82,101 50,278

棚卸資産 ※1 4,604 ※1 7,106

その他 4,646 3,837

貸倒引当金 △16 △15

流動資産合計 134,315 122,373

固定資産

有形固定資産 12,346 16,109

無形固定資産 298 486

投資その他の資産

投資有価証券 17,012 16,891

その他 10,697 10,179

貸倒引当金 △134 △135

投資その他の資産合計 27,574 26,935

固定資産合計 40,220 43,531

資産合計 174,535 165,905
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,070 21,789

電子記録債務 16,493 16,320

短期借入金 300 260

未払法人税等 500 1,537

契約負債 8,669 9,401

賞与引当金 3,375 2,780

製品保証引当金 52 194

工事損失引当金 1,516 944

その他 4,724 4,649

流動負債合計 68,704 57,878

固定負債

役員退職慰労引当金 246 253

退職給付に係る負債 10,791 11,073

その他 439 434

固定負債合計 11,477 11,760

負債合計 80,181 69,639

純資産の部

株主資本

資本金 13,367 13,367

資本剰余金 3,872 3,873

利益剰余金 75,507 78,239

自己株式 △2,765 △3,916

株主資本合計 89,981 91,563

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,956 4,116

繰延ヘッジ損益 110 194

為替換算調整勘定 79 113

退職給付に係る調整累計額 △220 △182

その他の包括利益累計額合計 3,926 4,242

非支配株主持分 445 460

純資産合計 94,354 96,266

負債純資産合計 174,535 165,905
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 59,234 65,834

売上原価 48,461 51,753

売上総利益 10,772 14,081

販売費及び一般管理費 ※1 7,833 ※1 8,415

営業利益 2,938 5,665

営業外収益

受取利息 8 9

受取配当金 263 337

持分法による投資利益 45 37

その他 59 145

営業外収益合計 377 528

営業外費用

支払利息 3 1

コミットメントフィー 14 14

固定資産処分損 51 13

その他 24 18

営業外費用合計 93 47

経常利益 3,222 6,146

特別利益

投資有価証券売却益 - 28

受取保険金 300 -

特別利益合計 300 28

特別損失

新工場建設関連費用 167 112

特別損失合計 167 112

税金等調整前四半期純利益 3,354 6,063

法人税等 1,086 1,731

四半期純利益 2,268 4,331

非支配株主に帰属する四半期純利益 11 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,257 4,296
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 2,268 4,331

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 87 160

繰延ヘッジ損益 4 83

為替換算調整勘定 24 45

退職給付に係る調整額 42 37

その他の包括利益合計 158 327

四半期包括利益 2,427 4,658

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,408 4,612

非支配株主に係る四半期包括利益 18 46
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,354 6,063

減価償却費 455 434

投資有価証券売却損益（△は益） - △28

固定資産処分損益（△は益） 51 13

賞与引当金の増減額（△は減少） △682 △595

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,445 △571

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △1,003 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 374 336

受取利息及び受取配当金 △272 △346

支払利息 3 1

持分法による投資損益（△は益） △45 △37

売上債権の増減額（△は増加） 29,856 32,712

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,996 △2,473

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,721 △1,193

仕入債務の増減額（△は減少） △3,042 △12,512

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,773 90

その他 725 271

小計 21,838 22,163

利息及び配当金の受取額 342 396

利息の支払額 △6 △1

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,734 1,239

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,440 23,798

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △218 452

有形固定資産の取得による支出 △739 △2,999

有形固定資産の売却による収入 - 98

無形固定資産の取得による支出 △27 △50

投資有価証券の取得による支出 △0 △300

投資有価証券の売却による収入 - 52

貸付けによる支出 △597 -

貸付金の回収による収入 12 12

その他 △28 △38

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,600 △2,773
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,200 -

長期借入金の返済による支出 △142 △40

自己株式の取得による支出 △0 △1,252

配当金の支払額 △1,461 △1,453

非支配株主への配当金の支払額 △23 △32

その他 △14 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,843 △2,795

現金及び現金同等物に係る換算差額 16 45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,013 18,274

現金及び現金同等物の期首残高 42,957 41,244

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

747 343

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 54,719 ※1 59,863
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことから、㈱テクノリンクスを連結の範囲に含めておりま

す。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(原価差異の繰延処理)

季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、

当該原価差異を流動資産(その他)として繰り延べております。

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

(追加情報)

(グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用)

当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移

行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グ

ループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12

日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づ

き、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計

上の見積りについて重要な変更はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

商品及び製品 834百万円 899百万円

仕掛品 2,139百万円 4,350百万円

原材料及び貯蔵品 1,630百万円 1,856百万円

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

なお、再保証をうけているものについては再保証額控除後の金額を記載しております。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

㈱エコス米沢 118百万円 103百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

給料及び手当 2,588百万円 2,658百万円

賞与引当金繰入額 954百万円 1,022百万円

退職給付費用 219百万円 224百万円

役員退職慰労引当金繰入額 30百万円 31百万円

２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

2022年４月１日 至 2022年９月30日）

当社グループの売上高は、通常の事業形態として、上半期に比較して下半期が多くなる傾向にあります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金勘定 56,410百万円 61,166百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,691百万円 △1,303百万円

現金及び現金同等物 54,719百万円 59,863百万円

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,461 18.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月10日
取締役会

普通株式 1,463 18.00 2021年９月30日 2021年12月６日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,453 18.00 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月10日
取締役会

普通株式 1,519 19.00 2022年９月30日 2022年12月９日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

環境・
エネルギー
(国内)事業

環境・
エネルギー
(海外)事業

民生熱
エネルギー

事業

設備・
システム
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 47,794 456 7,529 3,454 59,234 － 59,234

セグメント間の内部売上高
又は振替高

348 2 14 9 375 △375 －

計 48,142 459 7,543 3,463 59,609 △375 59,234

セグメント利益又は損失(△) 3,591 △86 110 324 3,939 △1,000 2,938

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△1,000百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,080

百万円及びその他の調整額80百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費

及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

環境・
エネルギー
(国内)事業

環境・
エネルギー
(海外)事業

民生熱
エネルギー

事業

設備・
システム
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 54,225 587 7,450 3,571 65,834 － 65,834

セグメント間の内部売上高
又は振替高

153 24 16 1 195 △195 －

計 54,378 612 7,467 3,572 66,029 △195 65,834

セグメント利益又は損失(△) 6,476 △72 145 298 6,847 △1,181 5,665

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△1,181百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,272

百万円及びその他の調整額90百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費

及び一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
環境・エネルギー(国内)事業

環境・エネ
ルギー(海
外)事業

民生熱エ
ネルギー
事業

設備・シス
テム事業

一般廃棄
物処理プ
ラント

エネルギー
プラント

その他 小計

外部顧客への
売上高

33,059 11,740 2,994 47,794 456 7,529 3,454 59,234

当第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月30日）

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
環境・エネルギー(国内)事業

環境・エネ
ルギー(海
外)事業

民生熱エ
ネルギー
事業

設備・シス
テム事業

一般廃棄
物処理プ
ラント

エネルギー
プラント

その他 小計

外部顧客への
売上高

29,747 19,175 5,302 54,225 587 7,450 3,571 65,834

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり四半期純利益(円) 27.78 53.63

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,257 4,296

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

2,257 4,296

普通株式の期中平均株式数(千株) 81,243 80,118

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第119期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）中間配当について、2022年11月10日開催の取締役会において、

2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 1,519百万円

② １株当たりの金額 19円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月10日

株式会社タクマ

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松山 和弘

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柴崎 美帆

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タクマ

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タクマ及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー

報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財

務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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